
第４期第１回横浜市子ども・子育て会議〔放課後部会〕 

 

日時：平成 31 年１月 29 日（火） 

18：30～20：00 

場所：市庁舎８階 ８Ａ会議室 
 
 

議事次第 
 
 

１ 開会 

 

２ 青少年部長あいさつ 

 

３ 委員自己紹介 

 

４ 事務局紹介 

 

５ 議事 

  子ども・子育て支援事業計画の量の見込みについて 

 

６ その他 

 

７ 閉会 

 

 
〔配付資料〕 

資料１  横浜市子ども・子育て会議放課後部会 委員名簿 

資料２  横浜市子ども・子育て会議放課後部会 事務局名簿 

資料３  横浜市子ども・子育て会議条例 

資料４  横浜市子ども・子育て会議運営要綱 

資料５  「横浜市子ども・子育て支援事業計画の策定に向けた利用ニーズ把握のための調

査」結果について 

資料６  次期「横浜市子ども・子育て支援事業計画」における保育・教育及び地域子ども・

子育て支援事業に関する「量の見込み」（案）について 

     別紙１－１ 地域子ども・子育て支援事業に関する量の見込み（案）の算出の考

え方 

     別紙１－２ 「放課後児童健全育成事業」に関する量の見込み（案）について 

     別紙１－３ 算出方法の詳細 

     別紙２   地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」（案） 

 



所　属　・　役　職　等 備　考

1 文教大学人間科学部　准教授 ○ 青山
あおやま

　鉄兵
てっぺい

2 千葉敬愛短期大学　学長 ◎ 明石
あ か し

　要一
よ う い ち

3 横浜市青少年指導員連絡協議会　委員 大野
お お の

　功
いさお

4 市民委員 熊谷
くま がい

　浩伸
ひろのぶ

5 横浜市ＰＴＡ連絡協議会　副会長 樋口
ひ ぐ ち

　眞砂子
ま さ こ

6 横浜市主任児童委員連絡会　代表 藤井
ふ じ い

　千佳
ち か

7 横浜市子ども会連絡協議会　会長 工藤
く ど う

　春
はる

治
じ

臨時委員

8
横浜市教育委員会事務局学校支援・地域連携課
首席指導主事 世古

せ こ

　正樹
ま さ き

臨時委員

9 横浜障害児を守る連絡協議会　副会長 宮永
みやなが

　千恵子
ち え こ

臨時委員

10 横浜市小学校長会　副会長 柳澤　潤
やなぎさわ　   じゅん

臨時委員

※任期は平成32年10月31日まで

横浜市子ども・子育て会議　放課後部会委員名簿

委　　員

◎：部会長　　○：職務代理者
【敬称略　50音順（委員及び臨時委員ごと）】

平成27年４月現在

資料１
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区 分 所 属 氏 名

万 年 邦 佳

矢 口 照 彦

中 澤 宣 裕

大 岩 真 人

放課後児童育成課整備担当係長

放課後児童育成課担当係長

宮 谷 敦 子

放課後児童育成課整備担当課長

横浜市子ども・子育て会議　放課後部会　事務局名簿

こども青少年局

放課後児童育成課長

青少年部長

放課後児童育成課担当係長

放課後児童育成課整備担当係長

茨 志 麻

八 巻 敦

浦 崎 真 仁

放課後児童育成課整備担当係長

稲 田 道

企画調整課担当係長

企画調整課長 福 嶋 誠 也

資料２
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横浜市子ども・子育て会議条例 

  

(設置) 

第１条 子ども・子育て支援法(平成 24 年法律第 65 号。以下「支援法」という。)第 77 条

第１項、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成 18 年法律第 77 号。以下「認定こども園法」という。）第 25 条等の規定に基づき、横

浜市子ども・子育て会議(以下「子育て会議」という。)を置く。 

 

(所掌事務) 

第２条 子育て会議は、次に掲げる事務を行うものとする。 

(1) 支援法第 77 条第１項各号に掲げる事務を処理すること。 

(2) 認定こども園法第 17 条第３項、第 21 条第２項及び第 22 条第２項並びに横浜市幼保

連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関する条例（平成 26

年９月横浜市条例第 46 号）第４条の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議

すること。 

(3) その他支援法第６条第１項に規定する子ども等に係る施策に関し市長が必要と認め

る事項を調査審議すること。 

２ 支援法第 61 条第１項の規定に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画は、次世代育

成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号）第８条第１項の規定に基づく市町村行動計

画と一体のものとして策定し、及び評価するため、子育て会議は、当該市町村行動計画

の策定及び当該市町村行動計画の実施状況に係る評価についての調査審議を併せて行う

ものとする。  

 

(組織) 

第３条 子育て会議は、委員 20 人以内をもって組織する。 

２ 委員は、支援法第 7 条第１項に規定する子ども・子育て支援に関し学識経験のある者

その他市長が必要と認める者のうちから、市長が任命する。 

 

(委員の任期) 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 

(臨時委員) 

第５条 市長は、子育て会議に特別の事項を調査審議させるため必要があると認めるとき

は、臨時委員若干人を置くことができる。 

２ 臨時委員は、市長が必要と認める者のうちから市長が任命する。 

３ 臨時委員の任期は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときまでとする。 

 

(委員長及び副委員長) 

第６条 子育て会議に委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によって定める。 

３ 委員長は、子育て会議を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 

(会議) 

第７条 子育て会議の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長及び副委員長が選出さ

れていないときは、市長が行う。 

２ 子育て会議は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 
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３ 子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員

長の決するところによる。 

 

(部会) 

第８条 子育て会議に、部会を置くことができる。 

２ 部会は、委員長が指名する委員又は臨時委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、委員長が指名する。 

４ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、委員長の指名する部会の委員

が、その職務を代理する。 

５ 第６条第３項の規定は部会長の職務について、前条(第１項ただし書を除く。)の規定

は部会の会議について、それぞれ準用する。この場合において、第６条第３項並びに前

条第１項本文及び第３項中「委員長」とあるのは「部会長」と、第６条第３項及び前条

中「子育て会議」とあるのは「部会」と、同条第２項及び第３項中「委員」とあるのは

「部会の委員」と読み替えるものとする。 

 

(関係者の出席等) 

第９条 委員長又は部会長は、それぞれ子育て会議又は部会において必要があると認める

ときは、関係者の出席を求めてその意見若しくは説明を聴き、又は関係者から必要な資

料の提出を求めることができる。 

 

(庶務) 

第 10 条 子育て会議の庶務は、こども青少年局において処理する。 

 

(委任) 

第 11 条 この条例に定めるもののほか、子育て会議の運営に関し必要な事項は、委員長が

子育て会議に諮って定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

 （委員の任期の特例） 

２ 第３条第２項の規定により平成 27 年４月１日に任命される委員の任期は、第４条第１

項本文の規定にかかわらず、同日から平成 28 年 10 月 31 日までとする。 

   附 則（平成 26 年９月条例第 59 号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正す

る法律（平成24年法律第66号）の施行の日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行す

る。 
（準備行為） 

２ 横浜市子ども・子育て会議条例第１条に規定する子育て会議は、この条例の施行の日前においても、就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律による改正

後の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）

第17条第３項の規定によりその権限に属させられる事項について、この条例による改正後の横浜市子ど

も・子育て会議条例の規定の例により、調査審議することができる。 
附 則（平成 27 年２月条例第 12 号） 

（施行期日） 

１ この条例は、子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）の施行の日から施行する。ただし、附則

を附則第１項とし、同項に見出しを付し、附則に１項を加える改正規定は、平成 27年４月１日から施行す

る。 
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横浜市子ども・子育て会議運営要綱 

制定 平成 27 年３月５日 こ企第 1019 号（局長決裁） 
最近改正 平成 28 年 11 月１日 こ企第 310 号（局長決裁） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、横浜市子ども・子育て会議条例（平成 25 年３月横浜市条例第

18号。以下「条例」という。）に基づき設置される、横浜市子ども・子育て会議（以

下「子育て会議」という。）の組織、運営その他必要な事項について定めるものと

する。 

 （部会） 

第２条 子育て会議は、条例第８条に基づき次の左欄に掲げる部会を置き、右欄に掲

げる事項を調査審議する。 

部会の名称 調査審議事項 

子育て部会 １ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること（条

例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

保育・教育部

会 

１ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること（条

例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

２ 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の確認及び利用定員

の設定に関すること（条例第２条第１項第１号関係） 

３ 幼保連携型認定こども園の認可等に関すること（条例第２条第１

項第２号関係） 

４ 幼保連携型認定こども園の整備費補助対象の審査に関すること

（条例第２条第１項第３号関係） 

５ 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定に関するこ

と（条例第２条第１項第３号関係） 

６ 幼稚園・認定こども園預かり保育事業の認定先の審査に関するこ

と（条例第２条第１項第３号関係） 

７ 子ども・子育て支援法に係る支給認定、利用者負担額等に関する

こと（条例第２条第１項第３号関係） 

放課後部会 １ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること（条

例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

青少年部会 １ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること（条

例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

２ 部会は、必要に応じ部会長が招集する。 

３ 保育・教育部会における次の事項の決定は、子育て会議の決定とみなす。ただし、

次回の子育て会議に報告しなければならない。 

(1) 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用定員の設定に関すること（条

例第２条第１項第１号関係）

(2) 幼保連携型認定こども園の認可等に関すること（条例第２条第１項第２号関係）

(3) 幼保連携型認定こども園の整備費補助対象の審査に関すること（条例第２条第１

項第３号関係）

(4) 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定に関すること（条例第２条第
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１項第３号関係） 

(5) 幼稚園・認定こども園預かり保育事業の認定先の審査に関すること（条例第２条

第１項第３号関係） 

 

（委員長又は部会長の専決事項） 

第３条 委員長は、軽易又は急施を要する事項で、子育て会議を招集する暇がないと

きは、これを専決できる。ただし、次の子育て会議に報告しなければならない。 

２ 第１項の規定は、第２条第３項について、部会長に準用する。 

 

（会議の公開） 

第４条 横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成12年２月横浜市条例第１

号）第31条の規定により、子育て会議（部会の会議を含む。）については、一般に

公開するものとする。ただし、委員の承諾があれば、会議の一部又は全部を非公開

とすることができる。 

 

（意見の聴取等） 

第５条 委員長又は部会長は、子育て会議又は部会の会議の運営上必要があると認め

るときは、関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くほか、資料の提出その他

必要な協力を求めることができる。 

 

（守秘義務） 

第６条 委員及び臨時委員は、職務上知り得た秘密をもらしてはならない。その身分

を失った後も同様とする。 

 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、運営に必要な事項は、委員長が子育て会議に

諮って定める。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成 27年４月１日から施行する。 

 
附 則 

 この要綱は、平成 28 年 11 月１日から施行する。 
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1 
 

 

 

 

 

「横浜市子ども・子育て支援事業計画の策定に向けた利用ニーズ把握のための調査」結果について 

 

 

「横浜市子ども・子育て支援事業計画」（以下「計画」という。）については、現行計画の計画期間が

平成 31 年度までとなっています。来年度（31 年度）末の次期計画（計画期間：32 年度～36 年度）策定に

向けて、子育てをされているご家庭の現状とニーズを把握するため、アンケート調査を実施しましたので

ご報告します。 

 

 

１ 調査の種類 

（１）未就学児童の保育等に関する現状及び保護者の利用ニーズ把握のための調査 

（２）小学生の放課後等に関する現状及び保護者の利用ニーズ把握のための調査 

 

２ 抽出方法・抽出（発送）数 

住民基本台帳から無作為抽出（世帯重複がないよう抽出） 

（１）未就学児調査   62,677 人（前回(平成 25 年)： 65,590 人） 

（２）小学生調査    66,358 人（前回(平成 25 年)： 66,190 人） 

合計     129,035 人（前回(平成 25 年)：131,780 人） 

 

３ 調査期間 

平成 30 年６月 14 日～７月 10 日 （前回：平成 25 年７月 26 日～８月 23 日） 

 

４ 調査票の回収状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回収数 回収率 回収数 回収率

（１）未就学児調査 28,721 45.8% 31,374 47.8%

（２）小学生調査 30,738 46.3% 28,718 43.4%

合計 59,459 46.1% 60,092 45.6%

平成30年（今回） <参考>平成25年（前回）

資 料 ５ 
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～200万円

1,045
3.3%

200～300万円

1,749
5.6%

300～400万円

3,756
12.0%

400～500万円

4,701
15.0%

500～700万円

9,145
29.1%

700～1,000

万円

7,070
22.5%

1,000万円以上

2,921
9.3%

無回答

987
3.1%

N=31,374

【未就学児調査】（一部抜粋） 

 

１ 子どもと家族の状況 

問３ あて名のお子さんを含めたお子さんの人数をお伺いします。 

 

【子どもの人数】 

 

＜今回調査＞                    ＜５年前調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○子どもの人数は１人の世帯が 65.1％を占め、２人の世帯が 31.6％、３人以上の世帯は約３％で 

ある。５年前と比べて、子どもが２人の世帯が 29.7％→31.6％と 1.9 ポイント増加している。 

 

問７ 世帯の年収をお伺いします。（１つに○）    

    

【世帯の年収】 

 

＜今回調査＞                        ＜５年前調査＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○世帯の年収は「500～700 万円」が 27.6％でもっとも多く、次いで「700～1,000 万円」が

27.0％となっている。５年前と比べると 700 万円以上の割合が 31.8％→41.5％と 9.7 ポイン

ト増えている。 

１人

18,689

65 .1%

２人

9,081

31 .6%

３人

772

2 .7%

４人

61

0 .2%

５人

10

0 .0%

６人

3

0.0%

７人

1

0.0%

無回答

104

0 .4%

n=28,721

～200万円

685

2 .4%

200～300万円

1,288

4 .5%

300～400万円

2,493

8 .7%

400～500万円

3,589

12 .5%

500～700万円

7,936

27 .6%

700～1,000万

円

7,768

27 .0%

1 ,000万円以上

4,160

14 .5%

無回答

802

2 .8%

n=28,721

 

１人

20,788
66.3%

２人

9,315
29.7%

３人

878
2.8%

４人以上

98
0.3%

無回答

295
0.9%

N=31,374
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２ 保護者の就労状況 

問 10 父親の就労状況（自営業及びその家族従事者含む）をお伺いします。（１つに○） 

 

【父親の就労状況】 

   

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

問 11 母親の就労状況（自営業及びその家族従事者含む）をお伺いします。（１つに○） 

 

 【母親の就労状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○父親は育休中等を含む「フルタイム」が 95.1％で、「パート・アルバイト等」（0.9％）を合わせ

ると 96.0％が就労しており、５年前（94.5％）と比べて 1.5 ポイント増加している。 

○母親は育休中等を含む「フルタイム」が 42.2％で、「パート・アルバイト等」（16.2％）を合わ

せると 58.4％が就労しており、５年前（43.8％）と比べて 14.6 ポイント増加している。 

 

  

 

29.7

12.5

14.5

1.7

39.0

1.3

1.3

20.9

9.0

12.9

1.0

51.8

2.1

2.2

0 20 40 60 80 100

フルタイムで就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、

産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、

産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、

現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

今回調査

(n=28,721)

５年前調査

(n=31,374)

%

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

94.6

0.5

0.9

0.0

0.7

0.1

3.4

93.2

0.3

1.0

0.0

0.9

0.1

4.6

0 20 40 60 80 100

フルタイムで就労しており、

育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、

育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、

育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、

育休・介護休業中である

以前は就労していたが、

現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

今回調査

(n=28,721)

５年前調査

(n=31,374)

%

フルタイムで就労しており、育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答
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３ 日中の定期的な教育・保育事業の利用 

問 15 あて名のお子さんは現在、幼稚園や保育所などの「日中の定期的な教育・保育の事業」を利用さ

れていますか。（１つに○） 

 

 【利用の有無】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 15-1 問 15 で「１．利用している」に○をつけた方にお伺いします。 

次のどのような教育・保育の事業を利用していますか。 

年間を通じて「定期的に」利用している事業をお答えください。（あてはまるものすべてに○）。 

 

【利用している事業】 

 

                             ＜５年前調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○利用の有無について、「利用している」が 70.1％となっており、そのうち幼稚園が 32.5％、

私立幼稚園等預かり保育事業が 5.2％、認可保育所・公立保育所が 50.4％、認定こども園が

6.9％となっている。5 年前と比べると、認可保育所・公立保育所の利用が 41.2％→50.4％

と 9.2 ポイント増加している。 

 

  

45.0

4.3

41.2

2.0

0.4

1.2

5.7

2.7

0.2

0.5

2.2

0.3

0 20 40 60

幼稚園

横浜市認定の幼稚園の預かり保育

認可保育所・公立保育所

認定こども園

家庭的保育

事業所内保育施設

横浜保育室

その他認可外の保育施設

居宅訪問型保育

横浜子育てサポートシステム

その他

無回答

%

n=19,705
MA

32.5

5.2

50.4

6.9

2.8

1.4

2.4

2.3

0.1

1.8

2.5

0.9

0.3

0 20 40 60

幼稚園

私立幼稚園等預かり保育事業

認可保育所・公立保育所

認定こども園

小規模保育事業・家庭的保育

事業所内保育施設・企業主導型保育事業

横浜保育室

その他認可外の保育施設

居宅訪問型保育

地域療育センター

児童発達支援

その他

無回答

%

n=20,146
MA

利用している

20,146

70 .1%

利用していない

8,537

29 .7%

無回答

38

0 .1%

n=28,721
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「日中に定期的に利用している教育・保育事業」—子どもの年齢別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○子どもの年齢別にみると、０歳から３歳までは「認可保育所・公立保育所」が 44.3％～ 

79.5％ともっとも多い。４歳と 5 歳では「幼稚園」が 46.4％と 48.7％でもっとも多い。 

 

 

 

  

 

 

合計 幼稚園 私立幼
稚園等
預かり
保育事
業

認可保
育所・
公立保
育所

認定こ
ども園

小規模
保育事
業・家
庭的保
育

事業所
内保育
施設・
企業主
導型保
育事業

横浜保
育室

その他
認可外
の保育
施設

居宅訪
問型保
育

地域療
育セン
ター

児童発
達支援

その他 無回答

全体 20,146 32.5 5.2 50.4 6.9 2.8 1.4 2.4 2.3 0.1 1.8 2.5 0.9 0.3

０歳 1,140 0.7 0.4 79.5 0.8 7.0 2.9 5.4 2.2 0.6 0.4 0.5 0.6 0.4

１歳 2,393 0.6 0.4 72.0 2.1 9.9 4.7 6.0 3.6 0.0 0.2 0.4 0.8 0.4

２歳 2,949 10.6 0.7 63.5 4.4 7.2 2.6 4.5 3.9 0.2 1.0 1.7 2.8 0.5

３歳 4,426 42.5 5.3 44.3 8.0 0.1 0.5 1.1 2.1 0.1 1.9 2.3 0.7 0.4

４歳 4,518 46.4 7.8 40.2 9.4 0.3 0.5 0.9 1.7 0.1 2.3 2.9 0.4 0.3

５歳 4,423 48.7 9.1 38.9 8.9 0.2 0.3 0.9 1.5 0.1 3.0 4.4 0.4 0.3

問２ 年齢

問15-1 定期的に利用している教育・保育の事業
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４ 平日の日中に定期的に利用したい教育・保育事業 

次の質問は、本アンケート回答時点で「幼児教育・保育の無償化」が実施されていると仮定してお答えください。 

なお、無償化の対象かどうかは、あて名のお子さんの現在の年齢でみてください。 

問 16 現在、利用している、利用していないにかかわらず、あて名のお子さんの平日の日中の教育・保

育の事業として、「定期的に」利用したいと考える事業をお答えください。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

「平日の日中に定期的に利用したい教育・保育事業」－５年前との比較 

 

＜今回調査＞                             ＜５年前調査＞ 

 
 

 

「平日の日中に定期的に利用したい教育・保育事業」－子どもの年齢別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「幼稚園」が 46.7％、「認定こども園＜教育利用＞」が 31.5％、「私立幼稚園等預かり保育事業」

が 27.0％、「認可保育所・公立保育所」が 54.2％、「認定こども園＜保育利用＞」が 29.4％とな

っている。５年前と比べると「認定こども園」や「認可保育所・公立保育所」が増加している。 

〇子どもの年齢別にみると、０歳から３歳までは「認可保育所・公立保育所」が 49.0％～69.8％と

もっとも多く、４歳と５歳では「幼稚園」が 46.8％と 47.1％でもっとも多い。 

  

  

46 .7

31 .5

27 .0

54 .2

29 .4

8 .4

6 .6

7 .6

3 .5

4 .7

3 .4

2 .2

0 .8

9 .2

0 20 40 60

幼稚園

認定こども園＜教育利用＞

私立幼稚園等預かり保育事業

認可保育所・公立保育所

認定こども園＜保育利用＞

小規模保育事業・家庭的保育事業

事業所内保育施設・企業主導型保育事業

横浜保育室

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

地域療育センター

児童発達支援（障害児通所支援）

その他

無回答

%

n=28,721
MA

59 .3

28 .4

45 .4

20 .0

2 .7

5 .1

8 .7

1 .9

3 .8

8 .4

1 .9

3 .1

0 20 40 60

幼稚園

横浜市認定の幼稚園の預かり保育

認可保育所・公立保育所

認定こども園

家庭的保育

事業所内保育施設

横浜保育室

その他認可外の保育施設

居宅訪問型保育

横浜子育てサポートシステム

その他

無回答

%

n=31,374
MA

 

合計 幼稚園 認定こ
ども園
＜教育
利用＞

私立幼
稚園等
預かり
保育事
業

認可保
育所・
公立保
育所

認定こ
ども園
＜保育
利用＞

小規模
保育事
業・家
庭的保
育事業

事業所
内保育
施設・
企業主
導型保
育事業

横浜保
育室

その他
の認可
外の保
育施設

居宅訪
問型保
育

地域療
育セン
ター

児童発
達支援
（障害
児通所
支援）

その他 無回答

全体 28,721 46.7 31.5 27.0 54.2 29.4 8.4 6.6 7.6 3.5 4.7 3.4 2.2 0.8 9.2

０歳 5,144 46.0 32.8 22.0 69.8 43.9 18.9 12.5 16.4 6.4 5.3 2.4 1.1 0.8 7.2

１歳 4,845 46.5 33.3 25.1 62.5 35.0 12.2 8.0 9.5 3.8 5.2 2.2 1.4 0.9 8.6

２歳 4,679 47.9 32.7 28.5 54.4 29.1 7.1 5.6 6.1 2.9 4.6 3.1 2.0 0.8 8.8

３歳 4,625 46.5 30.6 28.7 49.0 23.8 4.4 4.7 4.5 2.6 5.0 4.0 2.4 0.8 8.8

４歳 4,581 46.8 29.6 29.5 44.3 22.2 3.3 4.2 4.0 2.4 3.8 4.4 3.2 0.4 10.7
５歳 4,450 47.1 29.8 29.2 42.8 20.4 3.3 3.6 3.9 2.1 4.1 4.4 3.4 0.7 10.8

問２ 年齢

問16 平日の日中の教育・保育の事業として、「定期的に」利用したいと考える事業
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５ 親子の居場所の認知と利用 

問 22 下記の「親子の居場所」について、それぞれの親子の居場所を知っているか、利用の有無とその

目的・理由、現在利用している一月あたりの日数について、それぞれお答えください。 

 
 

【地域子育て支援拠点】 

 

 

＜認知度＞                ＜利用状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地域子育て支援拠点の認知と利用」－５年前との比較 

 

＜認知度＞              ＜利用状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「地域子育て支援拠点」の認知度は 85.8％と高く、知っている人の 41.6％が利用している。5 年

前と比べて、認知度は 5.6 ポイント、利用は 13.2 ポイント増加している。 

  

知っている

24,630

85 .8%

知らない

3,563

12 .4%

無回答

528

1 .8%

n=28,721

利用している

10,257

41 .6%
利用していない

14,184

57 .6%

無回答

189

0 .8%

n=24,630

 

85.8

12.4

1.8

80.2

18.0

1.8

0

20

40

60

80

100

知っている 知らない 無回答

今回調査

(n=28,721)
５年前調査

(n=31,374)

%

41.6

57.6

0.8

28.4

71.6

0.1
0

10

20

30

40

50

60

70

80

利用している 利用していない 無回答

今回調査

(n=24,630)
５年前調査

(n=25,153)

%
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問 22-1 「親子の居場所」について、今後、どれくらい利用したいですか。 

 

 【親子の居場所を利用したい日数/年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○親子の居場所を利用したい日数/年は、「12 日（月に１回程度）」（8.9％）と「37～48 日（月に

４回程度）」（8.8％）が多い。 

  

0 .6 1 .1 1 .8 0 .6 2 .3 1 .2 0 .2 0 .1 0 .0 2 .5 0 .0

8 .9 6 .8
2 .8

8 .8
2 .9 0 .8 0 .4 3 .0 4 .5

1 .5 1 .0 0 .1 0 .1

47 .9

0

10

20

30

40

50

60
%

n=28,721
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６ 子育て支援に関する事業の認知と利用 

問 26 下記の事業で知っているものや、これまでに利用したことがあるもの、今後、利用したいと思う

ものをお答えください。 

【知っている事業】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【（知っている人のうち）これまでに利用したことがある事業】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【（知らない人のうち）今後利用したい事業】 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「知っている事業」は、「母親教室（両親教室）」が 90.1％、「保健師・助産師の家庭訪問」が

89.9％で多い。 

〇「（知っている人のうち）利用したことがある事業」は「こんにちは赤ちゃん訪問」が 87.3％、

「保健師・助産師の家庭訪問」が 85.0％で多い。 

〇「（知らない人のうち）今後利用したい事業」は「ハマハグ」が 32.1％、「子ども・家庭支援相

談」が 29.6％で多い。 

90.1

89.9

64.4

78.0

74.7

35.7

53.9

7.9

8.1

33.2

19.6

22.8

61.8

43.7

2.0

2.0

2.4

2.4

2.4

2.5

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

①母親教室（両親教室）（n=28,721）

②保健師・助産師の家庭訪問（n=28,721）

③産前産後ヘルパー派遣（n=28,721）

④こんにちは赤ちゃん訪問（n=28,721）

⑤子ども・家庭支援相談（n=28,721）

➅妊産婦健康相談・女性の健康相談（n=28,721）

⑦ハマハグ（n=28,721）

知っている 知らない 無回答

71.7

85.0

5.9

87.3

32.1

15.5

26.2

27.6

14.3

93.3

11.8

66.8

83.4

72.9

0.7

0.7

0.7

0.9

1.1

1.0

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

①母親教室（両親教室）（n=25,875）

②保健師・助産師の家庭訪問（n=25,825）

③産前産後ヘルパー派遣（n=18,501）

④こんにちは赤ちゃん訪問（n=22,402）

⑤子ども・家庭支援相談（n=21,467）

➅妊産婦健康相談・女性の健康相談（n=10,250）

⑦ハマハグ（n=15,471）

利用したことがある 利用したことはない 無回答

19.9

19.5

20.9

16.0

29.6

29.0

32.1

56.4

57.7

61.3

64.8

52.6

56.6

51.2

23.7

22.9

17.8

19.3

17.7

14.4

16.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①母親教室（両親教室）（n=2,266）

②保健師・助産師の家庭訪問（n=2,319）

③産前産後ヘルパー派遣（n=9,533）

④こんにちは赤ちゃん訪問（n=5,640）

⑤子ども・家庭支援相談（n=6,558）

➅妊産婦健康相談・女性の健康相談（n=17,761）

⑦ハマハグ（n=12,546）

今後利用したい 今後利用したいと思わない 無回答
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７ 子育てで不安を感じたり自信が持てなくなることの有無 

問 47 妊娠中から現在までで、子育てについて、不安を感じたり自信が持てなくなることがありますか。 

（それぞれ１つに○） 

 

【妊娠中】 【出産後、半年くらいの間】 【現在】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「子育てで不安を感じたり自信が持てなくなることの有無」－５年前との比較 

 

【妊娠中】 【出産後、半年くらい】 【現在】 

 

 

 

 

○「よくあった」「時々あった」を合わせると、「妊娠中」が 58.1％、「出産後、半年ぐらいの間」

が 76.1％、「現在」が 60.0％となっている。5 年前と比べると、「よくあった」が、「妊娠中」

「出産後、半年ぐらいの間」「現在」のいずれにおいても増えている。 

 

  

19.5

38.6

26.4

13.1

2.5

17.8

38.7

28.0

13.7

1.9

0

10

20

30

40

50

60

今回調査

(n=28,721)

５年前調査

(n=31,374)

%

38.6

37.5

14.3
7.2

2.4

36.2 38.4

16.1

7.4
1.8

0

10

20

30

40

50

60

今回調査

(n=28,721)

５年前調査

(n=31,374)

%

13.7

46.3

27.0

10.4

2.5

12.8

48.1

27.1

10.2

1.8
0

10

20

30

40

50

60

今回調査

(n=28,721)

５年前調査

(n=31,374)

%

よくあった

5,604
19.5%

時々あった

11,073
38.6%

ほとんど

なかった
7,568

26.4%

なかった

3,755
13.1%

無回答

721
2.5%

n=28,721

よくあった

11,076
38.6%

時々あった

10,766
37.5%

ほとんど

なかった
4,117

14.3%

なかった

2,070
7.2%

無回答

692
2.4%

n=28,721

よくあった

3,932
13.7%

時々あった

13,299
46.3%

ほとんどなかっ

た
7,763

27.0%

なかった

3,001
10.4%

無回答

726
2.5%

n=28,721

 

よくあった

3,932
13.7%

時々あった

13,299
46.3%

ほとんどなかった

7,763
27.0%

なかった

3,001
10.4%

無回答

726
2.5%

n=28,721
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８ 子育てに関する困りごと 

問 48 現在、子育てをしていて感じている困りごとは何ですか。（あてはまるものすべてに○） 

 

  【子育てをしていて感じる困りごと】   

                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

○「子どものしかり方・しつけ」が 56.7％でもっとも多く、次いで「子どもの食事」が 42.4％、 

「子どもとの過ごし方・遊び方」が 37.2％、「仕事との両立」が 35.0％となっている。 

 

 

問 49 子育てに関する困りごとに具体的に対応するために、どのような相談先があれば相談しやすいで

すか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 【困りごとに対応するためにあれば相談しやすい相手先】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○困りごとに対応するためにあれば相談しやすい相手先は、「地域子育て支援拠点など地域の身近な集 

える場所での気軽な相談」が 38.6％でもっとも多く、次いで「区役所や市役所において、子育ての 

専門職（保健師や助産師等）があらゆる困りごとに応じ、相談から支援までを一体的に行う窓口」が 

32.0％、「同じ悩みをもった子育て中の当事者同士の相談」が 31.5％となっている。 

 

56.7

42.4

37.2

35.0

33.6

30.9

26.9

19.7

18.8

18.3

17.4

14.0

9.6

2.1

3.3

5.3

2.0

0 10 20 30 40 50 60

子どものしかり方・しつけ

子どもの食事

子どもとの過ごし方・遊び方

仕事との両立

経済的な不安

子どもの教育

子どもの健康・発育

自分自身の健康

夫婦での子育ての分担

子どもの発達

子育ての負担

家族の健康

夫婦での子育ての考え方の違い

介護との両立

その他

特にない

無回答

%

n=28,721
MA

38.6

32.0

31.5

27.5

25.1

17.0

11.4

3.4

6.4

0 10 20 30 40 50

地域子育て支援拠点など地域の身近な集える場所での気軽な相談

区役所や市役所において、子育ての専門職（保健師や助産師等）が

あらゆる困りごとに応じ、相談から支援までを一体的に行う窓口

同じ悩みをもった子育て中の当事者同士の相談

インターネットやSNS、メールでの相談

土日や夜間も対応できる子育ての専門職（保健師や助産師等）による相談

区役所や市役所の子育ての専門職（保健師や助産師等）

が家庭に訪問して行う相談

地域の子育て経験者による相談

その他

無回答

%

n=26,627
MA
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９ 子どもを育てている現在の生活の満足度 

問 51 子どもを育てている現在の生活に満足していますか。（１つに○） 

 

                       「子どもを育てている現在の生活の満足度」－５年前との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「満足している」（46.8％）と「どちらかといえば満足している」（38.1％）を合わせると

84.9％で、５年前（83.0％）と比べて 1.9 ポイント増えている。 

 

  

満足している

13,455
46.8%どちらかといえ

ば満足している
10,933

38.1%

どちらとも

いえない
2,599

9.0%

どちらかといえば

満足していない
874

3.0%

満足していない

542
1.9%

無回答

318
1.1%

n=28,721

46.8

38.1

9.0

3.0

1.9

1.1

43.9

39.1

9.8

3.5

2.2

1.5

0 10 20 30 40 50

満足している

どちらかといえば満足している

どちらともいえない

どちらかといえば満足していない

満足していない

無回答

今回調査

(n=28,721)

５年前調査

(n=31,374)

%

 

n=28,721 
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【小学生調査】（一部抜粋） 

 

10 子どもと家族の状況 

問４ あて名のお子さんを含めたお子さんの人数をお伺いします。 

 

【子どもの人数】 

 

＜今回調査＞              ＜５年前調査＞ 

                             

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○子どもの人数は２人の世帯が 54.7％を占め、１人の世帯は 24.6％、３人以上の世帯は 19.6％とな

っている。５年前と比べると、子どもが３人以上の世帯が 18.8％→19.6％と 0.8 ポイント増加して

いる。 
 

問８ 世帯の年収をお伺いします。（１つに○） 

 

【世帯の年収】 

 

＜今回調査＞                 ＜５年前調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○世帯の年収は「700～1,000 万円」が 29.5％でもっとも多く、次いで「500～700 万円」が

24.5％となっている。５年前と比べると 700 万円以上の割合が 42.2％→48.7％と 6.5 ポイン

ト増えている。 

～200万円

1270
4.4%

200～300万円

1321
4.6%

300～400万円

2291
8.0%

400～500万円

3118
10.9%

500～700万円

7605
26.5%

700～1,000万

円

7828
27.3%

1,000万円以上

4283
14.9%

無回答

1002
3.5%

N=28,718

１人

7,574
24.6%

２人

16,824
54.7%

３人

5,217
17.0%

４人以上

801
2.6%

無回答

322
1.0%

n=30,738

～200万円

1,036
3.4%

200～300万円

1,166
3.8%

300～400万円

2,093
6.8%

400～500万円

2,994
9.7%

500～700万円

7,517
24.5%

700～1,000万円

9,068
29.5%

1,000万円以上

5,895
19.2%

無回答

969
3.2%

n=30,738

 

１人

6974
24.3%

２人

15970
55.6%

３人

4675
16.3%

４人以上

704
2.5%

無回答

395
1.4%

N=28,718
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11 保護者の就労状況 

問９ 父親の就労状況（自営業及びその家族従事者含む）をお伺いします。（１つに○） 

 

【父親の就労状況】 

 

            ＜今回調査＞                  ＜５年前調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 10 母親の就労状況（自営業及びその家族従事者含む）をお伺いします。（１つに○） 

           

【母親の就労状況】 

 

                ＜今回調査＞                  ＜５年前調査＞ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○父親の 92.6％は就労しており、5 年前（91.6％）と比べると 1.0 ポイント増加している。 

○母親の 63.9％は就労しており、5 年前（51.4％）と比べると 12.5 ポイント増加している。 

 

  

就労している

28,474
92.6%

以前は就労していたが、

現在は就労していない
238

0.8%

これまで就労したことがない

16
0.1%

無回答

2,010
6.5%

n=30,738

就労している

19,639
63.9%

以前は就労してい

たが、現在は就労

していない

9,480
30.8%

これまで就労したことがない

957
3.1%

無回答

662
2.2%

n=30,738

n=30,738 

n=30,738 

就労している

26297
91.6%

以前は就労してい

たが、現在は就労し

ていない

319
1.1%

これまで就労した

ことがない

24
0.1%

無回答

2078
7.2%

n=28,718 

就労している

14766
51.4%

以前は就労してい

たが、現在は就労

していない
11730
40.8%

これまで就労し

たことがない

1379
4.8%

無回答

843
2.9%

n=28,718 
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12 放課後等の時間の過ごし方 

問 12  通常期（学校の長期休業中を除く）の月～日曜日の放課後等の時間（土曜日、日曜日は一日

中を想定）にどのように過ごしているか（事業を利用しているか）をお答えください。 

（複数回答可） 

 

 

○「自宅で過ごす」が 89.9％でもっとも多く、次いで「習い事・塾」が 81.7％、「近所の公園等外で

遊ぶ」が 68.6％となっている。 

 

 

 

 

  

89.9

34.4

68.6

81.7

22.9

5.2

7.3

5.3

5.1

2.3

0.2

1.8

9.4

0.5

0 20 40 60 80 100

自宅で過ごす

親戚・友人等宅で過ごす

近所の公園等外で遊ぶ

習い事・塾

放課後キッズクラブ（利用区分１（17時まで利用）

放課後キッズクラブ（利用区分２（19時まで利用）

はまっ子ふれあいスクール

放課後児童クラブ

民間企業等が運営している学童保育事業所

放課後等デイサービス

横浜子育てサポートシステム

プレイパーク

その他

無回答

%

n=30,738
MA
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13 「放課後キッズクラブ」又は「はまっ子ふれあいスクール」の利用 

問 14 お子さんの通う小学校にある「放課後キッズクラブ」又は「はまっ子ふれあいスクール」に

ついて、以下の質問にお答えください。 

「放課後キッズクラブ」又は「はまっ子ふれあいスクール」を利用していますか？（いずれかに○） 

 

【利用の有無】                                         ＜５年前調査＞ 

「放課後キッズクラブ」  「はまっ子ふれあいスクール」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【利用していない方】 【利用したいと思う場合】 

今後、利用したいと思いますか。          週何日くらい利用したいですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○利用している人は 50.8％で、５年前（放課後キッズクラブ 14.5％と、はまっ子ふれあいスクー 

ル 34.9％を合わせて 49.4％）と比べると、1.4 ポイント増えている。 

○利用していない人（47.7％）のうち今後利用したいと思う人は 17.1％で、利用希望日数は「週１  

日」が 43.5％でもっとも多い。 

  

 

思う

2,501
17.1%

思わない

11,336
77.3%

無回答

826
5.6%

n=14,663

利用している

15,618
50.8%

利用していない

14,663
47.7%

無回答

457
1.5%

n=30,738

43.5

17.7
13.3

3.0

12.4

0.8 0.1

9.2

0

10

20

30

40

50

１
日

２
日

３
日

４
日

５
日

６
日

７
日

無
回
答
n=2,501

%

利用している

4,178
14.5%

利用していない

23,865
83.1%

無回答

675
2.4%

n=28,718

利用している

10,035
34.9%

利用していない

18,008
62.7%

無回答

675
2.4%

n=28,718
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14 放課後児童クラブの利用 

問 17 放課後児童クラブについて、以下の質問にお答えください。 

放課後児童クラブを利用していますか？（いずれかに○） 

 

【利用の有無】                        ＜５年前調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【利用していない方】 【利用したいと思う場合】 

今後、利用したいと思いますか。          週何日くらい利用したいですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○利用している人は 5.6％で、５年前（6.4％）と比べると、0.8 ポイント減っている。 

○利用していない人（84.3％）のうち今後利用したいと思う人は 2.7％で、利用希望日数は「週５

日」が 24.2％でもっとも多い。 

  

利用している

1,852
6.4%

利用して

いない
26,191

91.2%

無回答

675
2.4%

 
思う

708
2.7%

思わない

16,791
64.8%

無回答

8,407
32.5%

n=25,906

利用している

1,715
5.6%

利用して

いない
25,906

84.3%

無回答

3,117
10.1%

n=30,738

22.6

18.5
15.8

8.1

24.2

1.4 0.1

9.3

0

10

20

30

１
日

２
日

３
日

４
日

５
日

６
日

７
日

無
回
答
n=708

%

n=28,718 
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15 子育てに関する困りごと 

問 37 現在、子育てをしていて感じている困りごとは何ですか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 【子育てをしていて感じる困りごと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「子どものしかり方・しつけ」が 45.7％でもっとも多く、次いで「子どもの教育・進学」が

40.0％、「経済的な不安」が 26.0％、「仕事との両立」が 23.1％となっている。 

 

 

問 38  子育てに関する困りごとに具体的に対応するために、どのような相談先があれば相談しやすいです

か。（あてはまるものすべてに○） 

 

【困りごとに対応するためにあれば相談しやすい相手先】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○困りごとに対応するためにあれば相談しやすい相手先は、「子どもが自由に集まれるところでの気

軽な相談」が 26.9％でもっとも多く、次いで「同じ悩みをもった子育て中の当事者同士の相談」

が 26.1％、「区役所や市役所において、子育ての専門職（保健師や助産師等）があらゆる困りご

とに応じ、相談から支援までを一体的に行う窓口」が 25.7％となっている。 

 

45.7

40.0

26.0

23.1

22.6

16.9

16.1

16.0

13.8

12.6

11.5

9.8

9.6

9.3

8.9

8.2

2.5

2.3

12.0

1.6

0 20 40 60

子どものしかり方・しつけ

子どもの教育・進学

経済的な不安

仕事との両立

子どもの友人関係

子どもとの過ごし方・遊び方

子どもの食事

子どもの健康・発育

子どもの発達

思春期の問題

自分自身の健康

子どもの学校生活（不登校・いじめ）

家族の健康

夫婦での子育ての考え方の違い

子育ての負担

夫婦での子育ての分担

介護との両立

その他

特にない

無回答

%

n=30,738
MA

26.9

26.1

25.7

21.1

16.9

8.9

7.5

5.3

13.2

0 20 40

子どもが自由に集まれるところでの気軽な相談

（地区センター、ログハウスなど）

同じ悩みをもった子育て中の当事者同士の相談

区役所や市役所において、子育ての専門職（保健師や助産師等）が

あらゆる困りごとに応じ、相談から支援までを一体的に行う窓口

インターネットやSNS、メールでの相談

土日や夜間も対応できる子育てや教育の専門職

（教師等）による相談

教育に関する専門職（教師等）が家庭に訪問して行う相談

区役所や市役所の子育ての専門職（保健師や助産師等）

が家庭に訪問して行う相談

その他

無回答

%

n=30,738
MA
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35.0

42.9

12.9

4.4

2.9

1.9

24.4

43.2

17.1

7.9

5.9

1.5

0 10 20 30 40 50

満足している

どちらかといえば満足している

どちらともいえない

どちらかといえば満足していない

満足していない

無回答

今回調査

(n=30,738)

５年前調査

(n=28,718)

%

 

16 子どもを育てている現在の生活の満足度 

問 39 子どもを育てている現在の生活に満足していますか。（１つに○） 

 

「子どもを育てている現在の生活の満足度」－５年前との比較 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「満足している」（35.0％）と「どちらかというと満足している」（42.9％）を合わせると 77.9％

で、５年前（67.6％）と比べると 10.3 ポイント増えている。 

 

満足している

10,760
35.0%

どちらかといえば

満足している
13,180

42.9%

どちらとも

いえない
3,952

12.9%

どちらかといえば

満足していない
1,365

4.4%

満足していない

896
2.9%

無回答

585
1.9%

n=30,738

 

n=30,738 



1 
 

 

次期「横浜市子ども・子育て支援事業計画」における保育・教育及び地域子ども・子育て

支援事業に関する「量の見込み」（案）について 

 

 

【趣旨】 

◆ 「横浜市子ども・子育て支援事業計画」（以下「計画」）には、子ども・子育て支援法に基づき、

保育・教育及び地域子ども・子育て支援事業に関する各年度の「量の見込み」（ニーズ量）及び

量の見込みに対応する「確保方策」（確保量）を記載しています。 

◆ 現行計画の計画期間が 31 年度までとなっていることから、次期計画（計画期間：32 年度～36

年度）の策定に向けて、「量の見込み」及び「確保方策」の検討を進めます。 

◆ 本部会で所掌する事業（次頁参照）に関する「量の見込み」については本日、「確保方策」につ

いては今年５月頃からご審議いただく予定です。 

 

 

 

 

【次期計画策定までの主なスケジュール（予定）】 

 

 

  

平成 31 年１月～ 各部会において、保育・教育及び地域子ども・子育て支援事業に関する

「量の見込み」の検討 

３月頃 総会において「量の見込み」（暫定値）のとりまとめ 

平成 30 年５月頃～ 各部会において、保育・教育及び地域子ども・子育て支援事業に関する

「確保方策」の検討 

平成 31 年７月頃～ 総会・各部会において、計画素案（案）の検討 

９月頃 総会において、計画素案（案）（「量の見込み」及び「確保方策」を含む）

のとりまとめ 

10 月頃 計画素案公表、パブリックコメントの実施 

12 月頃 各部会において、計画原案（案）の検討 

平成 32 年 総会において、計画原案（案）とりまとめ 

32 年３月 計画策定 

資 料 ６ 
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１ 事業計画に「量の見込み」及び「確保方策」を記載する事業 

 
 
 

事業区分 本市実施事業 
所掌部会 

子育て 
保育 

・教育 
放課後 

保
育
・
教
育 

教育・保育施設 
・認定こども園 
・幼稚園 
・保育所 

 ○  

地域型保育事業 

・家庭的保育 
・小規模保育 
・居宅訪問型保育 
・事業所内保育 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

１ 利用者支援に関する事業 
・横浜子育てパートナー 
・保育・教育コンシェルジュ 
・母子保健コーディネーター 

○ ○  

２ 時間外保育事業 ・延長保育事業（夕延長）  ○  

３ 放課後児童健全育成事業 
・放課後児童クラブ 
・放課後キッズクラブ（一部） 

  ○ 

４ 子育て短期支援事業 

・ショートステイ 
・トワイライトステイ 
・母子生活支援施設緊急一時保

護事業 

○   

５ 乳児家庭全戸訪問事業 ・こんにちは赤ちゃん訪問事業 ○   

６ 

養育支援訪問事業及び要保護
児童対策地域協議会その他の
者による要保護児童等に対す
る支援に資する事業 

・育児支援家庭訪問事業 
・養育支援家庭訪問事業 
・要保護児童対策地域協議会 

○   

７ 地域子育て支援拠点事業 

・地域子育て支援拠点 
・親と子のつどいの広場 
・認定こども園及び保育所子育
てひろば 
・私立幼稚園等はまっ子広場  

等 

○   

８ 一時預かり事業 

・幼稚園での一時預かり 
・保育所での一時保育 
・横浜保育室での一時保育 
・乳幼児一時預かり事業 
・親と子のつどいの広場での一

時預かり 
・24 時間型緊急一時保育 
・休日の一時保育 

○ ○  

９ 病児保育事業 ・病児保育事業 ○   

10 子育て援助活動支援事業 ・横浜子育てサポートシステム ○   

11 
妊婦に対して健康診査を
実施する事業 

・妊婦健康診査事業 ○   
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２ 現行計画における「量の見込み」について 

  

（１）算出根拠 

    計画策定の際、国から、量の見込みの算出にあたっての考え方や算出方法が、全国一律の

参酌標準（参考とするべき基準）として示されました（「基本指針」、「手引き」）。 

本市では、これらをもとにして、必要に応じて本市の実情等を加味して、事業ごとに量の

見込みを算出しています。 

 

 （２）算出方法 

    一般的な算出方法としては、対象となる児童数（推計人口）に、利用ニーズ把握のための

調査（平成 25 年度実施）により求めた潜在家庭類型（父母の有無及び就労状況により８種

類に分類）の割合と、各事業の利用意向の割合を掛け合わせた値を計画最終年度の 31 年度

の量の見込み（到達点）として算出しています。 

    また、平成 31 年度に向けた各年度（27～30 年度）の量の見込みについては、25 年度の実

績値を起点として、31 年度の量の見込み（到達点）に向けて平均的に増加（または減少）す

るものとして算出しています。 

 

量の見込み ＝ 児童数（推計人口） × 潜在家庭類型の割合 × 利用意向の割合 

 

※上記は一般的な計算式であり、事業により算出方法は異なります。 

（各事業の具体的な算出方法は「別紙１」、量の見込みは「別紙２」参照） 

 

 

 

【参考】潜在家庭類型の種類（国の手引きから抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

タイプ 父母の有無と就労状況 

タイプ A ひとり親家庭 

タイプ B フルタイム×フルタイム 

タイプ C フルタイム×パートタイム 

（就労時間：月 120 時間以上＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプ C’ フルタイム×パートタイム 

（就労時間：月下限時間未満＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプ D 専業主婦（夫） 

タイプ E パートタイム×パートタイム 

（就労時間：双方が月 120 時間以上＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプ E’ パートタイム×パートタイム 

（就労時間：いずれかが月下限時間未満＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプ F 無業×無業 
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３ 次期計画における「量の見込み」について（案） 

 

（１）次期計画策定に向けて国から示されている内容 
国から、あらたに「第二期市町村子ども・子育て支援事業計画における『量の見込み』の

算出等の考え方」が示されています（平成 30 年８月 24 日）。 

その中で、量の見込みの算出等の考え方については、「第一期の支援事業計画の作成にあ

たって示した『市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のため

の手引き』を基本」とすることとされています。また、利用者支援事業については、「基本

型・特定型と母子保健型を分けて記載」すること、「放課後児童健全育成事業及び幼稚園に

おける預かり保育等の取扱いに関する量の見込みの算出方法等については、後日お示しする

予定」であることなどが示されています。 

 

 

（２） 本市における「量の見込み」の算出にあたっての基本的考え方、算出方法 

            （各事業の具体的な算出方法については「別紙１」のとおり） 

 

ア 〇現行計画と同様、国の基本指針や手引き等に基づき、対象となる児童数（推計人口）

や利用ニーズ把握のための調査（平成 30 年度実施）結果、事業実績等をもとに、次

期計画の最終年度である平成 36 年度の量の見込み（到達点）を算出します。 

〇36 年度に向けた各年度（32～35 年度）の量の見込みについては、潜在的なニーズが

徐々に顕在化する（またはニーズが徐々に下がる）と仮定し、現時点での 31 年度末

の見込値を起点として、36 年度の量の見込み（到達点）に向けて、平均的に増加（ま

たは減少）していくものとして算出します。 

イ 各事業の特性や実績など個別事情により、上記アによる算出が適当でない事業につい

ては、実情に応じて算出します。 

 

※本日お示しする「量の見込み」（案）については、算出に用いている事業実績や推計人口

等を計画策定までに最新データに更新することなどにより、変更となる場合があります。 
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（３）推計人口について 

     量の見込みの算出にあたっては、平成 27 年度の国勢調査結果をもとに本市が 29 年度に

算出した推計人口（以下、「元推計」）を一部補正（※）して使用します。 

 

    ※補正内容：元推計の 30 年度の値を実績値に更新（置換）したうえで、元推計における

年度ごとの増減率を使用して 32 年度以降の推計人口を算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （４）「量の見込み」（案）について 

    各事業の「量の見込み」（案）については、「別紙１」及び「別紙２」のとおりです。 

     

元推計 実績

平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

0歳 29,077 27,561 26,478 26,127 25,881 25,692 25,535
1歳 29,630 29,210 27,915 27,452 27,092 26,839 26,648
2歳 30,394 30,098 28,602 27,952 27,484 27,120 26,868
3歳 29,502 30,621 30,616 29,926 29,243 28,748 28,364
4歳 29,475 30,310 31,113 30,255 29,577 28,904 28,420
5歳 30,203 31,105 30,250 31,107 30,249 29,573 28,903

0-5歳計 178,281 178,905 174,974 172,819 169,526 166,876 164,738
6歳 30,280 30,565 29,613 29,560 30,393 29,552 28,892
7歳 30,749 31,450 30,723 29,896 29,840 30,682 29,833
8歳 31,047 31,606 30,643 30,475 29,661 29,613 30,440
9歳 31,018 31,629 31,177 30,611 30,445 29,645 29,597
10歳 31,275 32,000 31,584 31,181 30,619 30,445 29,638
11歳 31,175 32,053 31,802 31,740 31,332 30,753 30,580
12歳 31,073 31,049 31,282 30,946 30,884 30,488 29,952
13歳 30,946 32,151 32,400 32,516 32,145 32,082 31,677
14歳 32,302 33,062 31,825 31,936 32,042 31,679 31,610
15歳 32,799 33,301 31,440 31,572 31,688 31,799 31,442
16歳 34,031 34,003 32,731 31,358 31,493 31,604 31,714
17歳 34,718 34,250 33,242 32,733 31,366 31,507 31,611
合計 559,694 566,024 553,436 547,343 541,434 536,725 531,724

推計人口（補正後）

平成30年度

（単位：人）



別紙１－１

方法

32年度 33年度 34年度 35年度 36年度

合計 26,953 27,954 28,955 29,956 30,954

　１年生 8,453 8,695 8,937 9,179 9,410

　２年生 6,565 6,787 7,009 7,231 7,461

　３年生 5,081 5,274 5,467 5,660 5,850

　４年生 3,580 3,722 3,864 4,006 4,145

　５年生 2,264 2,395 2,526 2,657 2,790

　６年生 1,010 1,081 1,152 1,223 1,298

現行計画から変更のあった箇所に下線（アンダーライン）を付しています。

登録児童数（人）

地域子ども・子育て支援事業に関する量の見込み（案）の算出の考え方

次期計画（H32～H36年度） 現行計画（H27～H31年度）

事業内容

「放課後キッズクラブ」は、児童の創造性、自主性、社会性などを養うため、学校施設を利用して、異年令児間の遊びを通じた交流を促進すると共に、放課後児童健全育成事業として、保護者が労働等によ
り、放課後に帰宅する時間帯に家庭にいない児童に対し、「遊びの場」と「生活の場」を兼ね備えた、安全で快適な放課後の居場所を提供する事業です。
「放課後児童クラブ」は、地域の理解と協力のもとに実施する放課後児童健全事業として、保護者が労働等により、放課後に帰宅する時間帯に家庭にいない児童の保護及び遊びを通しての健全な育成を行
います。

国「手引き」で対象とする潜在家庭類型（　■A　　■B　　■C　　■C’　　□D　　■E　　■E’　　□F　） 国「手引き」で対象とする潜在家庭類型（　■A　　■B　　■C　　□C’　　□D　　■E　　□E’　　□F　）

■「国の手引き」（平成30年８月24日発出）及び「補足の事務連絡」（平成30年12月27日発出）に示されている考え方
に基づいて、次のステップで「量の見込み」の算出を行いました。

【ステップ１】36年度の小学校１年生の「量の見込み」を算出する。
　36年度の放課後児童健全育成事業所の小学校１年生の利用者は、次の「Ｘ」が潜在的な利用者となる。
○Ｘ：35年度における５歳児で保育事業を利用すると見込まれるケース（「Ｘ１＋Ｘ２」）
　　Ｘ１：２号認定を受けると見込まれる者
　　Ｘ２：１号認定を受けて幼稚園預かり保育事業を利用すると見込まれる者

【ステップ２】36年度の小学校２～６年生の「量の見込み」については、小学校１年生から学年が上がる際に登録児童
数が変動する割合の実績を勘案する。
　小学校２年生以上の量の見込みの算出にあたっては、学年進行に伴い、利用状況が変動する特性を反映してニー
ズ量を算出する。

【ステップ３】計画期間中、子の小学校入学後に、親が働き始めるケースを加味する。
　保育事業の利用希望のある家庭について、子が小学校入学後に保護者が就労を始めることを希望しているケース
を、36年度１～６年生の「量の見込み」に加える。この際、ステップ２と同様、学年進行に伴い、利用状況について変
動する特性を反映して算出する。

【ステップ４】親が17時までに帰宅する場合は放課後児童健全育成事業所を利用しないと考えられるため、一定割合
を減じる。
　横浜市の場合は、全児童対策である放課後キッズクラブ（利用区分１）を17時まで実施しており、保護者が17時まで
に帰宅する場合は、放課後児童健全育成事業を利用しないと想定される。
　そのため、保護者が17時以降に帰宅する児童が放課後児童健全育成事業を利用すると考えて、一定割合を減じて
「量の見込み」を算出する。

■「国の手引き」及び「補足の事務連絡」のアレンジ
計画最終年度（36年度）に向けて、潜在的な需要が順次顕在化するものと仮定した。
⇒「補足の事務連絡」で示されている基本的な考え方に従って36年度の「量の見込み」を算出し、36年度に向けて平
均的に量が増加するものとして、途中年度の「量の見込み」を算定する。

■本市では、ニーズ調査にて未就学児保護者とともに小学生保護者も対象として実施した。国の手引では、家庭
別類型の４分類のみを抽出し、さらに未就学調査のみを使用して算出している。しかし、放課後キッズクラブは全
児童対応であることから留守家庭児童のみに限定しておらず、また、放課後子ども教室部分（１７時まで）で対応
出来る保護者と放課後児童健全育成事業部分（１７時以降）を必要とする保護者を整理する必要がある。
そこで、両方の調査結果を活用するとともに本市の実情を踏まえて見込量を算定した。

■「見込量（人）」＝「小学校児童数」×「利用率」
　　・「小学校児童数」は「義務教育人口推計（※）」を使用
　　・「利用率」：ニーズ調査により把握した、放課後児童クラブ、小学校施設（17時以降）
　　　　　　　　　　　　利用実態及び利用意向の割合
　※「義務教育人口推計」を使用することにより、学校別、年度別に具体的な事業の検討を行うことが可能

概要
算出根拠

全市量の見込み（案）

地域子ども・子育て支援事業 ク　放課後児童健全育成事業

本市事業 放課後キッズクラブ（一部）、放課後児童クラブ 放課後キッズクラブ（一部）、放課後児童クラブ

国「手引き」を一部アレンジ 市の考え方による

量
の
見
込
み

（
案

）
算
出
の
考
え
方

対象家庭類型

対象年齢 ６～１１歳

現行計画からの
変更等の考え方

別紙１－２のとおり

指標（単位）

1



32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 備考

１年生 8,453 8,695 8,937 9,179 9,410

２年生 6,565 6,787 7,009 7,231 7,461

３年生 5,081 5,274 5,467 5,660 5,850

４年生 3,580 3,722 3,864 4,006 4,145

５年生 2,264 2,395 2,526 2,657 2,790

６年生 1,010 1,081 1,152 1,223 1,298

計 26,953 27,954 28,955 29,956 30,954

１年生 748 780 812 844 876

２年生 581 609 637 665 693

３年生 450 473 496 519 542

４年生 316 333 350 367 384

５年生 201 215 229 243 257

６年生 89 96 103 110 119

計 2,385 2,506 2,627 2,748 2,871

１年生 572 599 626 653 681

２年生 444 467 490 513 538

３年生 343 362 381 400 421

４年生 242 256 270 284 298

５年生 153 164 175 186 198

６年生 68 74 80 86 91

計 1,822 1,922 2,022 2,122 2,227

１年生 237 253 269 285 299

２年生 183 196 209 222 235

３年生 142 153 164 175 184

４年生 100 108 116 124 130

５年生 63 69 75 81 86

６年生 28 31 34 37 40

計 753 810 867 924 974

１年生 311 327 343 359 375

２年生 241 255 269 283 297

３年生 187 199 211 223 233

４年生 131 139 147 155 165

５年生 83 90 97 104 111

６年生 37 40 43 46 51

計 990 1,050 1,110 1,170 1,232

１年生 377 392 407 422 436

２年生 293 306 319 332 346

３年生 227 238 249 260 271

４年生 160 168 176 184 192

５年生 101 108 115 122 129

６年生 45 49 53 57 60

計 1,203 1,261 1,319 1,377 1,434

量の見込み中区

量の見込み西区

量の見込み神奈川区

量の見込み南区

量
の
見
込
み

（
案

）

年度

全市 量の見込み

鶴見区 量の見込み

登録児童数（人）

地域子ども・子育て支援事業 ク　放課後児童健全育成事業

本市事業 放課後児童クラブ・放課後キッズクラブ

６～１１歳

指標（単位）

対象年齢

2



32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 備考年度

１年生 460 466 472 478 483

２年生 357 363 369 375 383

３年生 276 282 288 294 300

４年生 195 200 205 210 213

５年生 123 128 133 138 143

６年生 54 57 60 63 66

計 1,465 1,496 1,527 1,558 1,588

１年生 415 424 433 442 450

２年生 323 332 341 350 358

３年生 250 258 266 274 281

４年生 176 182 188 194 199

５年生 111 117 123 129 135

６年生 50 53 56 59 63

計 1,325 1,366 1,407 1,448 1,486

１年生 529 530 531 532 533

２年生 411 414 417 420 424

３年生 318 322 326 330 333

４年生 224 227 230 233 236

５年生 142 147 152 157 160

６年生 63 66 69 72 75

計 1,687 1,706 1,725 1,744 1,761

１年生 363 368 373 378 381

２年生 282 287 292 297 303

３年生 218 223 228 233 238

４年生 154 158 162 166 169

５年生 97 101 105 109 115

６年生 44 47 50 53 54

計 1,158 1,184 1,210 1,236 1,260

１年生 421 424 427 430 431

２年生 326 330 334 338 342

３年生 252 256 260 264 268

４年生 178 181 184 187 190

５年生 112 116 120 124 128

６年生 50 52 54 56 60

計 1,339 1,359 1,379 1,399 1,419

１年生 849 897 945 993 1,041

２年生 659 700 741 782 823

３年生 510 543 576 609 644

４年生 360 384 408 432 456

５年生 228 247 266 285 304

６年生 102 112 122 132 141

計 2,708 2,883 3,058 3,233 3,409

１年生 443 446 449 452 456

２年生 344 348 352 356 362

３年生 266 270 274 278 284

４年生 188 192 196 200 202

５年生 118 122 126 130 136

６年生 53 56 59 62 64

計 1,412 1,434 1,456 1,478 1,504

量の見込み保土ケ谷区

量の見込み港南区

量の見込み金沢区

量の見込み磯子区

量の見込み旭区

量の見込み緑区

量の見込み港北区

量
の
見
込
み

（
案

）
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32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 備考年度

１年生 662 690 718 746 774

２年生 515 540 565 590 615

３年生 399 420 441 462 483

４年生 281 296 311 326 342

５年生 179 192 205 218 231

６年生 80 87 94 101 108

計 2,116 2,225 2,334 2,443 2,553

１年生 532 534 536 538 539

２年生 414 418 422 426 430

３年生 321 326 331 336 339

４年生 226 230 234 238 240

５年生 143 148 153 158 165

６年生 64 67 70 73 78

計 1,700 1,723 1,746 1,769 1,791

１年生 667 686 705 724 742

２年生 519 537 555 573 589

３年生 401 416 431 446 462

４年生 283 294 305 316 327

５年生 179 189 199 209 221

６年生 80 86 92 98 103

計 2,129 2,208 2,287 2,366 2,444

１年生 237 240 243 246 247

２年生 184 187 190 193 196

３年生 142 145 148 151 154

４年生 100 102 104 106 109

５年生 63 66 69 72 74

６年生 28 29 30 31 34

計 754 769 784 799 814

１年生 334 338 342 346 350

２年生 259 263 267 271 277

３年生 201 205 209 213 217

４年生 141 144 147 150 154

５年生 89 93 97 101 104

６年生 40 42 44 46 48

計 1,064 1,085 1,106 1,127 1,150

１年生 296 301 306 311 316

２年生 230 235 240 245 250

３年生 178 183 188 193 196

４年生 125 128 131 134 139

５年生 79 83 87 91 93

６年生 35 37 39 41 43

計 943 967 991 1,015 1,037

青葉区

泉区 量の見込み

瀬谷区 量の見込み

量の見込み栄区

量の見込み戸塚区

量の見込み都筑区

量の見込み
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「放課後児童健全育成事業」に関する「量の見込み」（案）について 

 

１ 趣旨 

  第二期事業計画策定にあたって「国の手引き」（平成 30 年８月 24 日発出）及び「補足

の事務連絡」（平成 30 年 12 月 27 日発出）に示されている考え方に基づいて、「量の見込

み」の算出を行いました。 

 

２ 「量の見込み」の考え方 

  計画最終年度である平成 36 年度（2024 年度）に向けて、徐々にニーズが顕在化してい

くものと仮定し、途中年度（平成 32～35 年度）の「量の見込み」を算出します。 

なお、この際、第二期事業計画では第一期から算出方法を変更していることから、次の

３（２）で示す算出方法に基づいた、30 年度見込み値（25,009 人）を起点とし、36 年度

の「量の見込み」（到達点）に向けて、平均的に増加していくものとします。 

 

３ 平成 36 年度の「量の見込み」について 

（１）算出結果について 

30,954 人 

    

 

（２）算出方法について 

  「補足の事務連絡」に示されている基本的な算出方法に基づいて、次の手順で平成 36

年度の「量の見込み」を算出しました。（詳細は別紙１－３のとおり） 

なお、本手順で算出するにあたって必要となる人口推計値は、本市推計人口を活用しま

す。 

 

   算出方法：量の見込み＝Ａ×Ｂ 

Ａ：放課後児童健全育成事業を利用する可能性のある児童数 

        Ｂ：実際に放課後児童健全育成事業を利用すると見込まれる割合 

 

Ａ ステップ１ 36 年度の「放課後児童健全育成事業を利用する可能性のある小学

校１年生」の人数を算出する。 

ステップ２ 36 年度の「放課後児童健全育成事業を利用する可能性のある小学

校２～６年生」の人数について、学年進行に伴う変動状況を勘案

して算出する。 

ステップ３ 計画期間中に、子の小学校入学後に、親が働き始めるケースを加

味する。 

Ｂ ステップ４ 親が 17 時までに帰宅する場合は放課後児童健全育成事業所を利

用しないと想定されるため、一定割合を減じる。 

別紙１－２ 
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＜参考＞ 

「補足の事務連絡」において、算出方法として採用しても「差し支えない」と示されて

いる、ニーズ調査（「未就学児調査」及び「小学生調査」）の結果を基にした 36 年度の「量

の見込み」の算出結果は、未就学児調査に基づくと 37,168 人、小学生調査に基づくと

32,301 人でした。 

 

  「国の手引き」で示されている算出方法 

：量の見込み＝Ｃ×Ｄ 

Ｃ：推計人口 

Ｄ：放課後児童健全育成事業の利用意向率 
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【算出方法の詳細】 

（１）ステップ１について 

次の考え方で、36 年度の小学校１年生の「量の見込み」を算出すると、17,110 人と

なります。 

「補足の事務連絡」記載文 概要 

各年度の放課後児童クラブの小学校１年生

の利用者は、前年度における５歳児のうち、

「２号認定を受けると見込まれる者」及び「幼

稚園における預かり保育の定期利用が見込ま

れる者（２号認定による幼稚園における預か

り保育の定期利用を除く。）」が潜在的な利用

者となると考えられるため、これらの者に係

る量の見込みも勘案し、適切に見込むこと。 

36 年度の放課後児童健全育成事業所の小学校１

年生の利用者は、次の「Ｘ」が潜在的な利用者

となる。 

 

Ｘ：35 年度における５歳児で保育事業を利用す

ると見込まれるケース（「Ｘ１＋Ｘ２」） 

 

Ｘ１：２号認定を受けると見込まれる者 

Ｘ２：１号認定を受けて幼稚園預かり保育事業 

を利用すると見込まれる者 

 

 

  【算出結果】 

 各係数の概要 算出結果 備考 

Ｘ 35 年度における５歳児で、小

学校１年生になった際に放課

後児童健全育成事業を利用す

る可能性のある者 

 

  

－Ｘ１ ２号認定を受けると見込ま

れる者 

 

16,278 人 第二期事業計画の「保育・教育基盤

整備事業」の「量の見込み」を利用 

－Ｘ２ １号認定を受けて幼稚園預

かり保育事業を利用すると

見込まれる者 

 

832 人 平成30年度実績を踏まえて35年度

見込み値を算出 

 

合計  17,110 人  

 

 

別 紙 １ － ３ 
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（２）ステップ２について 

「補足の事務連絡」記載文 概要 

小学校２年生以上の利用者については、学

年ごとの利用率の増加状況や小学校１年生か

ら逓減する割合等の実績を見ながら、量の見

込みを算出すること。 

 

小学校２年生以上の「量の見込み」の算出に

あたっては、小学校１年生から学年が上がる際

に登録児童数が変動する割合の実績を勘案す

る。 

 

下表のとおり、１クラブあたりの学年別登録児童数（平成 28～30 年度４月実績の３

か年平均値）について、学年進行に伴い、利用状況が変動する特性を反映して小学校

２年生以上のニーズ量を算出します。 

 

 （平成 28～30 年度４月実績の３か年平均値） 

    

 

その結果、36 年度のニーズ量は 53,822 人となります。 

   

 

 

 

 

上記表の変動率を掛けていく。 
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（３）ステップ３について 

「補足の事務連絡」記載文 概要 

小学校入学を契機に保護者が就業を始める

例が多いなど、……放課後児童クラブの潜在

的需要が見込まれる場合には、必要に応じて、

……勘案して量の見込みを算出すること。 

また、小学校２年生以上の利用者について

は、学年ごとの利用率の増加状況や小学校１

年生から逓減する割合等の実績を見ながら、

量の見込みを算出すること。 

 

保育事業の利用希望のある家庭について、子

が小学校に入学後に保護者が新たに就労を始め

ることを希望しているケースについて、36年度

１～６年生の「量の見込み」に加える。 

 なお、当該算出を行う際にも、小学校２年生

以上の「量の見込み」の算出にあたっては、小

学校１年生から学年が上がる際に登録児童数が

変動する割合の実績を勘案する。 

 

  未就学児調査の結果を踏まえて、36 年度に１～６年生を迎える家庭のうち、保育事業

の利用希望があり、子が小学校入学後に保護者が就労を始めることを希望しているケー

スを加味します。この際、ステップ２と同様、学年進行に伴い、利用状況について変動

する特性を反映して算出します。 

 

    

 

 

 

    ＜ステップ３までを考慮した途中経過＞ 

その結果、36 年度のニーズ量は 57,311 人となります。 
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（４）ステップ４について 

「補足の事務連絡」記載文 概要 

保育所等を利用する保護者の中には、終業

後に帰宅する時刻が小学校の授業の終了時刻

よりも早い例があるなど、その一定数は放課

後児童クラブを利用しないと考えられること

から、保護者の就業状況の傾向も勘案しなが

ら、例えば、前年度における５歳児のうち、

「２号認定を受ける見込みの者」及び「幼稚

園における預かり保育（定期利用）の利用が

見込まれる者」の８割程度と見込むなど、一

定割合を減じたものを小学校１年生の量の見

込みとして設定することも考えられること。 

 

横浜市の場合は、全児童対策である放課後キ

ッズクラブ（利用区分１）を 17 時まで実施し

ており、親が 17 時までに帰宅する場合は、放

課後児童健全育成事業を利用しないと想定さ

れる。 

このため、親が 17時以降に帰宅する児童が

放課後児童健全育成事業を利用すると考えて、

一定割合を減じて「量の見込み」を算出する。 

 

 小学生調査において、６～11 歳の子を持つ「共働き家庭」及び「母子・父子家庭で、

父母が就労している家庭」のうち、46％が平日 17 時までに親が帰宅するとの結果が出

ています。 

そこで、残りの【54％】が 17 時までに親が帰宅せず、放課後児童健全育成事業を利

用すると見込みます。 

 

 

  【結論】36 年度の「量の見込み」計画値 

その結果、36 年度のニーズ量は 30,954 人となります。 
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地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」（案）

22,559 23,603 24,294

14,336 15,758 16,968

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

現　行　計　画　（H27～H29の下段は実績値）

H34 H35 H36

次　　期　　計　　画 　（案）

事業区分 本市事業
指標

（単位）

放課後児童健全育成事
業

放課後キッズクラブ（一部）、放課後児童クラブ

登録児童
数（人）

24,464 30,954

低学年

１年生 16,902 17,928

24,618 26,953 27,954 28,955 29,956

8,695 8,937 9,179

3,864

３年生 5,081 5,274 5,467 5,660 5,850

9,410

２年生 6,565 6,787 7,009 7,231 7,461

10,598 11,683

17,734

17,477 17,322

8,453

12,547

５年生 2,264 2,395 2,526 2,657 2,790

3,738

6,987 7,296

3,580 3,722

1,010 1,081

４年生 5,657 5,675 6,560

1,152 1,223 1,298

高学年

６年生

4,006 4,145

4,4214,075

別 紙 ２
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